







































































































労働力人口 6565 3833 2732
就業者 6265 3654 2612













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年度 19981999200020012002200320042005200620072008財・サービスの輸出 53 52 56 52 57 60 67 75 8492 ？
財・サービスの輸入 444449 48 50 51 58 68 77 84 ？
純輸出（輸出一輸入） 9 8 7 4 7 9 9 7 7 8
出典：平成20年度国民経済計算より作成（千億円の位で四捨五入）
以上の内容が古典派とケインズ派の雇用理論の骨子であるが、ここでケ
インズ派の立場にたって、今回の派遣切りの経済現象を検証してみると、
つぎのようになるだろう。（4）式において、外国との貿易を考えなかっ
たので、これを新たな経済モデルとして開放経済の形にしてみる。そうす
ると、（4）式は
YニC十1十G十（E－M）
という新しい形になる。Eは輸出、Mは輸入である。輸出一輸入である（E
－M）は、日本の貿易収支で純輸出とも呼ばれている。日本は何十年以
上もの長い間、貿易黒字を続けてきたのである。投資と貿易黒字の趨勢的
な拡大が日本の経済成長の2本柱だったのである。純輸出（E－M）が
内需に加われば、貿易収支が黒字である限り経済の規模はそれだけ大きく
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なるのである。この貿易収支が今回の派遣切りに大きく関係している。2
表は、過去の日本の貿易収支を示している。純輸出（E－M）はどの年
度のおいてもプラスで推移している。これらの年度でも、5兆円から9兆
円ぐらいの貿易収支の黒字を刻んできたのである。つまり、このプラスの
外需が内需の大きさに加わり経済の規模を時に拡大させたり時に支えてい
たのである。
今回、この米国のサブプライム間題から金融危機への拡大から大きく影
響を受け、純輸出はかなり落ち込み、ほぼゼロの水準になっているのであ
る。このような米国の事情から、米国のみならず世界経済全体の消費者の
購買力が大きく落ち込み、日本製品にたいする需要も大きく落ち込んでい
るのである。特に輸出産業の中心である自動車、ハイテク・電機など日本
の輸出が大きな影響をうけて輸出がかなり大きく低下しているのである。
工場の現場からの報告1；よると、かなり深刻な打撃を受けている模様であ
る。受注の落ち込みはひどい状態になっており、かなり大きく低下してい
る模様である。2表は国民所得統計における直近の数年間の数値を示して
いるが、平成20年の秋からこの数値は大きく低下しているはずである。
平成19年度の輸出が90兆円程度であるから、仮にこの40％程度の減少とす
ると36兆円の減少と仮定すると、19年度のGDPは515兆程度であるから、
全体の7％程度の需要減ということになる。もし、輸出の30％の落ち込み
なら27兆円で全体の5ないし6％程度の需要減ということになる。今回の
劇的な受注の低下は、これを反映しているのである。したがって、これに
見合う輸出製品をつくる工場からものづくりにあたる労働者の一部分が不
要になり多くの派遣社員、季節工の解雇に結びついたと推察できるのであ
る。貿易については、これまでは米国と欧州市場が中心で、最近中国市場
が増えてきていたが、理屈では需要が増えるのであればどこの国の市場で
あってもよい。日本は天然資源が乏しく、石油にしてもほぼ100％外国か
ら輸入しなければならない。石油や原材料を購入する外貨が必要なのであ
る。
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雇用が増え経済が回復するには、やはり基本的に総需要が回復してこな
いと無理である。総需要の回復は、国内需要（いわゆる内需）と外国需要
（いわゆる外需）がどれほど回復してくるかどうかにかかっている。日本
は、長い間いわゆる外需主導型の経済でまわしてきた部分が大きかったの
である。輸出を含めて、消費、投資、政府支出などの総需要が現状維持さ
れなければ現行の雇用量全体は維持できないのである。また国内総生産の
およそ6割を占める消費の動向も注目される。2004年から2006年の戦後
最長の景気拡大局面で、上場企業が毎年増益となったが、家計には賃金上
昇の恩恵に及ばず、「実感なき景気回復」が続いた。それにもかかわらず
GDP統計をみると、実質民間最終消費支出は、3年問、前年比1％を超
す伸び率を維持し健闘している。そのおおきな原動力と考えられるのが、
雇用不安が薄れていたことである。消費動向調査でも、暮らし向き、収入
の増え方、雇用環境、耐久消費財の買い時、などから消費態度指数を5段
階で評価しているが、雇用環境についての意識指数がこの時期、緩やかな
上昇基調であったことが確認できる。したがって、民間経済の基本である
消費や投資の需要が回復してこないと、総需要あるいは景気を維持しよう
とすれば、3番目の経済主体である政府がその支出を増加させること以外
に方法はない。それ相応の景気・経済対策を実行しなければならないだろ
う。要は総需要の回復をどの程度望むのかによって、経済政策の規模と内
容が決まってくるのであるが、効率的な経済政策というか一過1生の政策で
はなく持続性のある政策で後々の雇用維持にっながるような経済政策が望
まれる。あわせて地道な雇用対策を継続していかなければならない。
5．むすび
以上のように、雇用あるいは失業の現状、それをめぐる主要な学派の雇
用理論、そしてケインズの有効需要の原理とケインズ派の経済政策などを
述べてきました。いまのところ、今回の失業した労働者の多くは、非正規
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雇用である。不況が長引けば失業が正規雇用まで及んでくるだろう。雇用
あるいは失業に関して本稿で説明してきたことを要約して箇条書きにする
と、つぎのようになろう。
第1に古典派は、摩擦的失業と自発的失業が存在するものの、労働市場
では常に完全雇用が成立するとみる考え方である。これに対してケインズ
は、摩擦的失業と自発的失業のほかに第3の失業の範疇である非自発的失
業の存在を主張する。労働市場で非自発的な失業者をかかえたまま、過少
雇用の状態でも経済は均衡するとみる考え方である。古典派は、「供給は
それ自ら需要を生み出す」というセイの法則に立脚しているが、ケインズ
は有効需要の原理を理論の中心におき、有効需要の役割を最重要視する。
したがって、古典派は雇用を増やすのには市場経済の価格機能から実質賃
金が引き下がれば雇用の均衡水準が右に移動して実現するとしたのに対
し、ケインズは有効需要を増大させて、政策的に労働需要曲線を右に移動
させて雇用の拡大をはかろうとしたのである。
第2に米国経済への依存率が高い自動車・電機産業の大減産に端を発し
ている今回の派遣切りとその後の経済不況については、その主な原因が金
融危機によって発生した巨額の損失および国際貿易における輸出の大幅な
減少と世界的な消費の落ち込みによる有効需要の不足にあること。1国全
体の雇用量したがって失業の決定には、労働需要と労働供給だけではな
く、その底流では有効需要が大きく関与しつながっているのである。
第3に日本の雇用構造は大きく変化した。ほんとうに何が問題なのか見
極める必要がある。そのためにも労働の量と質をもう一度見直して利用で
きる全体の労働量を見極めて、日本の産業構造に適合した労働量の最適な
配置を推進するとともに正規、非正規雇用にかかわりなく公正で持続的な
基本的な雇用政策（対策）を構築していかないといけない。
以上のことから、日本の雇用維持あるいは景気回復には、基本的に有効
需要がどの程度回復するかに尽きるのである。依然として不安定な国際金
融制度などの大きな問題が横たわっているなかで、日本経済に必要なのは
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基本的に有効需要の回復であるが、同時に社会構造において職業による格
差、年代による格差、地域による格差などの重層的な格差社会のなかで早
くこの雇用不安も何とかしていかなければならないのではないだろうか。
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